
 ◆就労継続支援B型事業所の推移（各年度4.1現在） ◆ 「大分県工賃向上計画」における目標工賃

◆ 工賃向上計画における取組内容
 ◆Ｂ型事業所平均工賃（月額）の推移 ● 共同受注組織の育成・強化

円 ● 官公需の拡大
円 　30,000～ ● 個別事業所の能力向上
円 　20,000～29,999 ● 企業、産業界との連携

円 　県平均～19,999 ● 事業所職員の意識改革 等

円 　10,000～県平均
円 　        0～  9,999

◆  共同受注体制の整備 ◆  共同受注体制の整備
● 共同受注体制確立事業（H25.10.1～） ● 共同受注体制確立事業

・ （社福）太陽の家に委託
・ 企業、官公庁への営業活動等
・ 業種別部会の強化（研修実施等）
・ 活用促進協議会を開催し、販売機会や発注

増のための、地場企業関係者等との協議を実施

◆ 個別事業所の能力向上 ◆ 個別事業所の能力向上
● コンサルタント派遣事業 ● コンサルタント派遣事業

・ 専門家派遣による技術、経営面の向上

◆ 福祉施設と農業の連携
● アグリ就労アドバイザー等配置事業 農福連携の推進

・ 農業専門家等派遣による生産性の向上等 ◆ ● アグリ就労アドバイザー等配置事業
● 農福連携マルシェの開催

◆ 障がい者工賃向上委員会の設置

● 農福連携マルシェの開催

◆  共同受注体制の強化
● 官公需の伸びに対し、民需の伸びが少ない。

⇒

● 各福祉事業所単体での仕事の確保が充分でない。
⇒ そういった事業所に仕事を斡旋するために共同

受注の営業活動を強化することが必要

◆ 専門家による経営力・技術力の強化
● 経営知識が乏しく、原価計算や価格設定が不明瞭

⇒ そういった事業所に経営の専門家を派遣し、原価
計算や、価格設定の方法についての指導が必要

● 商品開発を行いたいが、何から始めればよいかわからない
⇒ そういった事業所にアドバイザーを派遣し、技術指導

や販路についての指導をすることが必要

農福連携の推進
● 農業の知識・技術力の不足

⇒ 栽培技術、加工技術の向上、販路確保・拡
大が必要

● 栽培した作物を売る機会が確保できない
⇒ 販売会などを企画し、販売機会の確保が必要

49 栽培方法、土壌
R2 84 台風対策、病害虫対策等

（単位：千円）

15

派遣事業所数

38
主な指導内容

栽培方法、有機自然農法

派遣事業所数

122.8%
104,408,174 JA等農作業、自動車関連作業

原価改善、販路拡大、製造技術

主な指導内容

民間企業への効果的な情報発信等による
民需の取り込みが必要

R2
17,835
17,924

100
30 13.5%

H30

R2

H30実績

※R2年度工賃月額の県平均以下の
　事業所が全体の58.5%を占めている。

R2実績

R1

H30
R1

4,627 4,956
219

7 20 19 15

H29
17,977

構成比
12.6%
21.2%
7.7%

45.0%

時 間 額
18,962円

261円
月　    額

17,101

R4R3

18,443円
254円　

R5
19,481円

268円

R3H30 R1 R2

47
17

事業所数

定員数

H28
H27 16,237

16,823

3,869 4,276

R2平均月額分布 事業所
28

407 351 329

201181 220 235
増減

増減

期中伸び率

金額
85,003,752
91,571,475 JA等農作業、印刷物発注R1実績

主な受注増内容
　JA等農作業、共同販売会開催増

開催数 売上
H30 8 843,100
R1 5 1,074,030
R2 1 121,360

これまでの施策の成果と令和３年度の施策について

障がい者工賃向上計画の取組

平成３０年度の施策

第３期（H30～R2)実績

大分県の現状

●受注拡大に向けた民間企業等との連携強化

事業

＜主な事業内容＞

企業団体、地場企業等官公需や民需に係る関

係者が参画する「大分県障害福祉サービス事

業所等活用促進協議会」を実施。

●アグリ就労アドバイザー等配置事業

＜主な事業内容＞

農業に取り組む事業所にアドバイザーを派遣し、栽

培・加工技術向上、販路拡大、経営改善等支援し工

賃向上を図る。

◆ 共同受注体制強化

◆ 農福連携の推進

工
賃
向
上
計
画
の
位
置
づ
け

成

果

第３期（H30～R2)の施策

課 題

事

業

化

◆大分県障がい者工賃向上推進委員会の開催

◆

専門家による経営力・技術力の強化

●専門家による経営力の育成・強化事業

＜主な事業内容＞

専門家による経営指導や技術指導、商品サービス価

値向上へのコンサル等の支援により工賃向上を図る。

◆ 専門家による経営力・技術力の強化


